
令和５年度豊島区立学校教科用図書採択について 

豊島区立学校の教科用図書採択に関する規則に基づき、令和６年度に使用する小学

校教科用図書並びに小学校及び中学校の特別支援学級用として使用する学校教育法附

則第９条に規定する教科用図書（以下「一般図書」という。）の採択を令和５年８月３

１日までに完了するため、教科書採択に係る事務について別紙のとおり定める。
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豊島区立学校の教科用図書採択に関する規則 

平成 12 年 3 月 31 日 

教育委員会規則第 17 号 

(目的) 

第 1 条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和 31 年法律第

162 号。)第 21 条及び義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律(昭

和 38 年法律第 182 号。)第 14 条の規定に基づき、区立学校において使用する教

科用図書の採択を公正かつ適正に行うために必要な事項を定める。 

(採択の方針) 

第 2 条 豊島区教育委員会(以下「教育委員会」という。)は、教科用図書について

の調査研究を行い、区立学校の教科用図書を採択する。 

(組織の設置) 

第 3 条 教科用図書の採択を円滑に行うため、教科用図書選定委員会(以下「選定

委員会」という。)を設置する。 

2 専門的事項を調査・研究させるため、選定委員会のもとに次の部会を設置する。 

(1) 教科用図書調査部会 

(2) 特別支援学級教科用図書調査部会 

3 教科用図書調査部会は、小学校及び中学校の各教科ごとに設置する。 

(平 19 教委規則 18・一部改正) 

(任務) 

第 4 条 選定委員会は、教育委員会の下命を受けて別に定める選定項目に基づいて

種目(教科用図書の教科ごとに分類された単位をいう。)ごとに教科用図書の選定

資料を作成し、教育委員会に報告する。 

2 教科用図書調査部会は、選定委員会の指示に基づき、次の事項を担任する。 

(1) 教科書センター展示本、採択用教科書見本、編集趣意書等の調査・研究に

関すること。 

(2) 教科用図書の調査・研究結果についての資料作成及び報告に関すること。 

3 特別支援学級教科用図書調査部会は、選定委員会の指示に基づき、次の事項を

担任する。 

(1) 学校教育法附則第 9 条による図書の調査・研究に関すること。 

(2) 学校教育法附則第 9 条による図書の調査・研究結果の資料作成及び報告に

関すること。 

(平 19 教委規則 18・平 20 教委規則 19・一部改正) 

(構成員) 

第 5 条 第 3 条に定める組織の構成員は次のとおりとする。ただし、教科用図書の

採択に利害関係がない者とする。 
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(1) 選定委員会は、教育職員、教育委員会事務局職員及び保護者等をもって組

織するものとし、教育委員会が決定する。 

(2) 教科用図書調査部会及び特別支援学級教科用図書調査部会は、教育職員を

もって組織し、豊島区教育委員会教育長(以下「教育長」という。)が指名する。 

(平 19 教委規則 18・一部改正) 

(任期) 

第 6 条 構成員の任期は、採択替えの年度の 4 月 1 日から 8 月 31 日までとする。 

(平 17 教委規則 18・一部改正) 

(情報公開) 

第 7 条 教科用図書採択の公正を確保するため、第 3 条に定める組織の審議の過程

及び当該組織の構成員の氏名等は、採択が終了するまで非公開とする。 

(平 14 教委規則 16・一部改正) 

(委任) 

第 8 条 この規則の施行に関し必要な事項は、教育長が定める。 

附 則 

この規則は平成 12 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 14 年 8 月 30 日教委規則第 16 号) 

この規則は、平成 14 年 9 月 1 日から施行する。 

附 則(平成 17 年 4 月 28 日教委規則第 18 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 19 年 5 月 28 日教委規則第 18 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 20 年 7 月 2 日教委規則第 19 号) 

この規則は、公布の日から施行する。 
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豊島区立学校教科用図書採択事務要綱

平成 22 年 4 月 27 日

教 育 長 決 定

制定 平成 12 年 3 月 31 日

全部改正 平成 21 年 4 月 27 日

改正 平成 21 年 5 月 14 日

全部改正 平成 22 年 4 月 27 日 

改正 平成 23 年 4 月 26 日

改正 平成 25 年 5 月 14 日

改正 平成 26 年 4 月 23 日

改正 平成 27 年 4 月 22 日

改正 平成 29 年 5 月 10 日

改正 平成 31 年 4 月 24 日

改正 令和 2 年 4 月 30 日

改正 令和 5 年 4 月 7 日

（趣旨）

第1条 この要綱は、豊島区立学校の教科用図書採択に関する規則（教育委員会規則第 17 
号。以下「規則」という。）に基づき、教科用図書採択事務に関する必要な事項を定める。

（採択の時期）

第2条 教科用図書の採択は、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行令

第 14 条の定めるところにより、当該教科用図書を使用する年度の前年度の 8 月 31 日ま

でに行う。

（選定委員会の構成等）

第3条 選定委員会の委員は１０人以内とし、教育長が指名する。

2 選定委員会には、委員の中から委員長及び副委員長を置くことができる。

3 選定委員会には、必要に応じて教育委員会事務局職員の出席を求めることができる。

（調査部会の構成等）

第4条 教科用図書調査部会及び特別支援学級教科用図書調査部会（以下「各部会」という。）

の部会長は、校長または副校長の中から教育長が指名する

2 各部会の部会員は、副校長・主幹教諭・主任教諭の中から教育長が指名する。ただし特

に必要と認める場合は、教諭等の中から指名することができる。

3 各部会には、部会長以外の部会員の中から、副部会長を置くことができる。
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（委員及び部会員の除外）

第5条 規則第 5 条による利害関係者は次のとおりとする。

 一 教科用図書発行会社の役員及び従業員、並びにその配偶者

 二 顧問、参与、嘱託等のいかなる名称によるかを問わず、事実上教科用図書発行会社

の運営に重要な影響力を有している者

 三 教科用図書及び教師用指導書の著作者・編集者

 四 教科用図書の供給事業を行う者及びその従業員

（教科用図書調査・選定項目）

第6条 教科用図書の調査・選定にあたっては、新学習指導要領の趣旨を踏まえ、豊島区の

教育目標、豊島区教育ビジョン 2019 及び地域の実情等とともに児童・生徒の分りやすさ

及び基礎基本の確実な習得を助けるものであることを考慮し、次の各号により行う。

 一 「内容の選択」…………………資料の適切さ、内容のとらえ方、学習活動の構成等

（１） 資料がよく精選され、かつ新しい情報で正確であり、特定の見方や考え方に偏っ

た取扱いがなされていないか。

（２） ねらいを達成するのにふさわしいものであり、単元、教材、内容のおさえ方、学

習のポイントが的確か。

（３） 学習活動を進める上で、児童・生徒の発達段階に即し、学びに向かう力を引き出

し、生きて働く知識・技能を習得し、思考力・判断力・表現力等を育成する内容

が選択されているか。

（４） 児童・生徒が考えたり議論したりする等、主体的・対話的で深い学びの手法を取

り入れやすい内容であるか。 

（５） 全ての学習の基盤となる言語能力や情報活用能力等の育成が図られる内容であ

るか。 

（６）豊島区の地域の実態と合致した内容か。 

 二 「構成上の工夫」………系統性、関連性、発達段階、分量精粗の程度、表現等

（１） 単元、教材等の系統性については適切か。

（２） 各学年の発達段階を考慮して教材配列や構成に工夫がなされているか。

（３） 単元、教材等の内容の精粗の別はどうか。

（４） 文字、語句、語法、文体、記号、図表、写真等の一貫性及び明確さ等は適切か。

 三 「その他（使用上の便宜）」……ICT 機器を活用した学習活動への対応、自主的学習・

学習習慣の確立への対応、全体の内容と構成、印刷・

製本技術等

（一般図書調査・選定基準）

第7条 特別支援学級教科用の一般図書の調査、選定（審査）にあたっては、教科用図書を

使用できない理由を明確にするとともに次の各号により行う。

 一 児童・生徒の障害の種類・程度、能力・特性に最もふさわしい内容（文字、表現、

挿絵、取り扱う題材等）のものであること。
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 二 系統的に編集されており、教科の目標に沿う内容をもつ図書であること(特定の題材

若しくは一部の分野しか取り扱っていない図書、参考書的図鑑類、問題集等は適切

でない)。
 三 上学年で使用することとなっている教科用図書との関連性を考慮するとともに、採

択する図書の間の系統性にも配慮すること。

 四 教科用として使用する上で適切な体裁の図書であること（コンパクトディスク、ジ

グソーパズル型、切り絵工作型等図書としての体裁を為していないものは適切でな

い）。

 五 文部科学省から示される基準価格を大幅に超えないこと。

（教科用図書調査資料・選定資料）

第8条 規則第 4 条第 1 項による選定資料は、別記第 1 号様式、第 2 号様式により作成する。

2 規則第 4 条第 2 項第 2 号、同条第 3 項第 2 号による調査資料は、別記第 3 号様式、同

第 4 号様式により作成する。

3 教科用図書及び一般図書を調査・選定（審査）する場合は、その理由を記入しなければ

ならない。

4 調査研究及び選定（審査）作業にあたり、作成・使用した関係資料は、採択の公正を保

つため、外部に漏れないように管理しなければならない。

（教科用図書見本本展示会）

第9条 教科用図書選定の調査・研究のために教科用図書見本本展示会（以下「展示会」と

いう。）を開催する。

2 展示会会場は豊島区本庁舎及び豊島区立教育センターとし、各委員及び部会員は期間内

に閲覧する。

3 展示会の開催期間は、6 月 1 日から 7 月 31 日までの間で別に定める。

4 展示会において、意見等の把握に努めること。

（公正確保）

第10条  選定委員会委員及び各部会の部会員は、適正かつ公平な教科用図書採択を行うた

め、教科用図書調査研究選定に関して知り得た事項を、8 月 31 日までは漏らしてはなら

ない。また、職務に関わるいかなる便宜供与も受けてはならない。

（事務局）

第11条  採択事務の事務局は、指導課に置く。

（その他）

第12条  この要綱で定めるもののほか、年度ごとに必要な事項は別途定める。

（付 則）
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  この要綱は、平成 12 年 4 月 1 日から施行する。

 （付 則）

  この要綱は、平成 13 年 6 月 1 日から施行する。

 （付 則）

  この要綱は、平成 16 年 4 月 27 日から施行する。

 （付 則）

  この要綱は、平成 17 年 4 月 28 日から施行する。

 （付 則）

  この要綱は、平成 19 年 5 月 22 日から施行する。

 （付 則）

  この要綱は、平成 20 年 4 月 21 日から施行する。

 （付 則）

  １ この要綱は、平成 21 年 4 月 27 日から施行する。

  ２ この要綱は、豊島区教育委員会事務局事案の決定等に関する規程（平成 17 年豊島

区教育委員会訓令甲第 9 号）第 3 条及び第 4 条の規定により、教育指導課長の決定

区分とする。

  ３ この要綱の施行前にこの要綱による改正前の豊島区立学校教科用図書採択事務要

綱の規定によりした処分、手続その他の行為は、この要綱による改正後の豊島区立

学校教科用図書採択事務要綱の規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。

 （付 則）

  この要綱は、平成 21 年 5 月 14 日から施行する。

 （付 則） 

  １ この要綱は、平成 22 年 4 月 27 日から施行する。

２ この要綱は、豊島区教育委員会事務局事案の決定等に関する規程（平成 17 年豊島

区教育委員会訓令甲第 9 号）第 3 条及び第 4 条の規定により、教育長の決定区分と

する。

  ３ この要綱の施行前にこの要綱による改正前の豊島区立学校教科用図書採択事務要

綱の規定によりした処分、手続その他の行為は、この要綱による改正後の豊島区立

学校教科用図書採択事務要綱の規定によりした処分、手続その他の行為とみなす。

（付 則） 

  この要綱は、平成 23 年 4 月 26 日から施行する。

（付 則） 

この要綱は、平成 25 年 5 月 14 日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、平成 26 年 4 月 23 日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、平成 27 年 4 月 22 日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、平成 29 年 5 月 10 日から施行する。 
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（付 則） 

この要綱は、平成 31 年 4 月 24 日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、令和 2 年 4 月 30 日から施行する。 

（付 則） 

この要綱は、令和 5 年 4 月 7 日から施行する。 
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様式第１号 

選定項目 調  査 ・ 研 究 内 容 

一

内
容
の
選
択

（１）基礎的・基本的な知識及び技能の定着を図りやすいか

（２）１単位時間・単元のめあてが明確で、振り返りを行いやすいか

（３）ねらいの達成のため、児童生徒が自ら考えたり議論したりする工夫があるか。 

二

構
成
上
の
工
夫

（１）１単位時間・単元の構成 

（２）幼・小・中の学びの連続性との関連 

三

そ

の

他

・持続可能な開発のための教育（ESD）、SDGsとの関連

・他教科等との関連                            など

教      科 種    目

教 科 書 名

発行者( 会社名 )

取扱注意 教 科 書 選 定 資 料
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様式第２号 特別支援学級一般図書

小・中学校 一般図書 選定資料【新規】

教科名 発行者 図書名 定 価

使 用 

学 年

調査・研究内容

小・中学校 一般図書 選定資料【継続・削除】

教科名 発行者 図書名 定 価

使 用 

学 年

調査・研究内容 

継続・ 

削除 

※いずれ

か記入

取扱注意
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様式第３号 

選定項目 調  査 ・ 研 究 内 容 

一

内
容
の
選
択

（１）基礎的・基本的な知識及び技能の定着を図りやすいか

（２）１単位時間・単元のめあてが明確で、振り返りを行いやすいか

（３）ねらいの達成のため、児童生徒が自ら考えたり議論したりする工夫があるか。 

二

構
成
上
の
工
夫

（１）１単位時間・単元の構成 

（２）幼・小・中の学びの連続性との関連 

三

そ

の

他

・持続可能な開発のための教育（ESD）、SDGsとの関連

・他教科等との関連                            など

教      科 種    目

教 科 書 名

発行者( 会社名 )

取扱注意 教 科 書 調 査 資 料
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様式第４号 特別支援学級一般図書

小・中学校 一般図書 調査資料【新規】

教科名 発行者 図書名 定 価

使 用 

学 年

調査・研究内容

小・中学校 一般図書 調査資料【継続・削除】

教科名 発行者 図書名 定 価

使 用 

学 年

調査・研究内容 

継続・ 

削除 

※いずれ

か記入

取扱注意
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令和５年度 豊島区教科用図書採択細目 

豊島区教育委員会 

豊島区立学校教科用図書採択事務要綱の規定に基づき、令和５年度の教科用図書採択に必要な細目を

下記のとおり定める。 

１．採択図書 

令和６年度に使用する小学校教科用図書並びに小学校及び中学校の特別支援学級用として使用す

る一般図書を採択する。 

２．教科用図書選定委員会の委員〔規則第3条、事務要綱第3条〕 

   令和５年度教科用図書選定委員会の委員は、次の１０名で構成する。 

・教育委員会事務局教育部長 

・教育委員会事務局教育部指導課長 

・教育委員会事務局教育部指導課統括指導主事           ２名 

・区立小学校校長代表                  １名 

・区立中学校校長代表                  １名 

・区立小学校特別支援学級設置校校長代表         １名 

・区立中学校特別支援学級設置校校長代表         １名 

・区立小・中学校保護者代表               ２名 

３．調査部会の設置並びに部会員の定数（教科部会長１名を含む）〔規則第3条第2項及び第3項、事務

要綱第4条） 

（１）教科用図書調査部会の設置 

小学校教科用図書調査部会を設置する。 

①国語（国語、書写）・・・・・・・・・ ８名以内 

②社会（社会、地図）・・・ ・・・・・  ８名以内 

③算数・・・・・・・・・・・・ ・・・ ６名以内 

④理科・・・・・ ・・・・・・・・・・ ６名以内 

⑤生活・・・・・・・・・・・・・・・・ ６名以内 

⑥音楽・・・・・・・ ・・・・・・・・ ６名以内 

⑦図画工作・・・・・・・・・・・・・ ・６名以内 

⑧家庭・・・・・・・・・・・・・・・・ ６名以内 

⑨体育(保健)  ・・・・ ・・・・・・・ ６名以内 

⑩道徳・・・・・・・・・・・・・・・・ ８名以内 

⑪英語・・・・・・・・・・・・・・・・ ８名以内 

（２）特別支援学級教科用図書調査部会の設置 

特別支援学級教科用図書調査部会を設置する。 

・小学校               ６名以内 

・中学校               ６名以内 

４．教科書見本本の展示 
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   文部科学省及び都教育委員会の定めるところにより「法定展示」及び「特別展示」を行う。 

【教科書センターにおける展示】 

期間 特別展示：令和５年６月２日（金）から６月１３日（火）までの、６月４日・１１

日（日）を除く１０日間） 

法定展示：令和５年６月１４日（水）から６月２９日（木）までの、６月１８日（日） 

・２５日（日）を除く１４日間 

     場所 豊島区立教育センター内 教科書センター 
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教科書、教材等の作成に関するガイドライン 

平成 2 9 年 3 月２８日 

豊島区教育委員会教育長決定 

１ 目的 

児童・生徒の指導に直接携わる教育職員が教科書、教師用指導書、教材（児童・生徒向けの副教材、

問題集、参考書、教育ソフト等教科書に準拠して作成されたあらゆる補助教材をいう。以下同じ。）

などの作成に関わることは、教育現場に適した、児童・生徒が学びやすい教科書及び教材の実現や教

育職員自身の教科の専門性の向上等の効果をもたらす。 

しかし、一方で、教育職員及び教育委員会事務局職員は、教科書採択の補助業務や教材選定に関わ

ることがあり得るため、教科書・教材会社と接触することにより、教科書採択及び教材選定の公正さ

に区民の疑念を生じさせるおそれがある。 

そこで、今回、教科書採択及び教材選定の公正さを確保するとともに、教育職員及び教育委員会事

務局の職員に対し、公務員としての職務専念義務を遵守させるため、教科書、教師用指導書又は教材

の作成等に関する業務（以下「教科書作成等」という。）への関与についてのガイドラインを明確化

する。 

２ 適用範囲 

 本ガイドラインは、区立学校に勤務する教育職員及び豊島区教育委員会事務局(以下｢区教育委員会

事務局」という。)に勤務する職員(以下｢教員等｣という。)に適用される。 

３ 教科書作成等  ○…条件付許可 ×…禁止 

職 
関与の可否 

教科書・教師用指導書 教材 

区 

立 

学 

校 

校長 ○
教科書選定委員会委員及び同

調査部会員となる場合は不可 
×
教材選定の直接的な権限を有して

いるため 
副校長 ○

教科書選定委員会委員及び同

調査部会員となる場合は不可 
×

主幹教諭・指導

教諭 
○ 教科書調査部会員となる場合

は不可 

○ 教材選定の直接的な権限を有して

いないため 
主任教諭・教諭 ○ ○

区 

教事 

育務 

委局 

員 

会 

管理職 ×

教科書採択権限を有する教育

委員会に勤務する職員である

ため 

× 教科書採択権限を有する教育委員

会に勤務する職員が、自らが作成

した教材の準拠元となった教科書

採択の補助業務に携わることで、

教科書採択の公正さに区民の疑念

を生じさせるおそれがあるため 

指導主事 × ×

その他 

事務局職員 
× ×

※ ただし、その教材の公益性が高く学校教育上必要である場合かつ教科書会社との接点がないこと

が明らかな場合等特段の事情がある場合は、区教育委員会事務局職員は教材作成に関与することが

できる。 

 〈条件〉 

ア 教員等が教科書作成等に従事する場合は、兼業の許可を受けること。 

イ 兼業の許可を受けて教科書又は教師用指導書の作成に関与した教員等は、作成に関与した教

科書（作成に関与した教師用指導書が準拠する教科書を含む。）が選定・調査・採択の対象とな

っている年度においては、教科書の選定・調査・採択に関わることはできないものであること。 

ウ 兼業の許可を受けて教材作成に関与した教員等は、作成に関与した教材が選定対象となる年

度においては、当該教科に係る教材選定に関わることはできないものであること。 
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エ 東京都教育委員会において教科書作成等に従事した教育職員又は教育委員会事務局等の職員

が区立学校又は区教育委員会事務局に異動した場合も、イ又はウと同様に取り扱うこと。 

４ 教科書・教材会社との意見交換 

  教科書・教材会社から依頼され、教科書、教師用指導書又は教材について教科書・教材会社との意

見交換に従事する場合は、上司の承認を得なければならない。ただし、当該意見交換の従事に関して

は、いかなる謝礼又は報酬も得てはならない。 

５ 教科書、教師用指導書及び教材以外の教育関係の原稿執筆・編集等 

  教科書、教師用指導書及び教材以外の教育関係の原稿執筆・編集等については、それが定期的・継

続的であり、かつ、謝礼（原稿料、車代等名目は問わない。）又は報酬を得る場合には、兼業の許可を

受けなければならない。 

  また、教科書・教材会社から依頼され、謝礼又は報酬を得て教科書及び教材以外の原稿執筆に従事

する場合は、それが定期的・継続的なものでなくとも、上司の承認を得なければならない。 

６ 許可の制限 

(１)教科書作成等に係る兼業を許可することができるのは、各年度において、教員等一人につき１件

を限度とする。 

(２)兼業許可の件数は、作成等に従事する教科書、教師用指導書又は教材の種別ごとに１件と数える

ものとする。ただし、当該教師用指導書が、兼業許可を受けて作成等に従事する教科書に準拠する

ものである場合は、当該教師用指導書及び当該教科書を併せて１件と数えるものとする。 

(３)２か年以上にわたる兼業の許可を受けている場合は、各年度ごとに１件と数える。 

(４)許可権者は、教科書作成等についての兼業許可申請を受けた場合は、その教員等の本務に支障が

ないことが明らかでなければ許可することはできない。 

附 則 

１ 施行日

平成２９年４月１日から施行する。 

２ 経過措置

(１)平成２９年３月３１日までに依頼され平成２９年４月１日時点で教科書作成等に従事する教員等

は、これについて兼業の許可を受けなければならないものとする。ただし、既に許可を受けている

場合は、この限りではない。 

(２)平成２９年３月３１日までに依頼され平成２９年４月１日時点で教科書及び教材以外の教育関係

の原稿執筆・編集等(定期的・継続的であり、かつ、謝礼又は報酬を得るものに限る。)に従事する

教員等は、これについて兼業の許可を受けなければならないものとする。ただし、既に許可を受け

ている場合は、この限りではない。 

附 則 

平成３０年１月２４日から施行する。 
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令和５年度 教科用図書採択事務の関係組織構成図

豊 島 区 教 育 委 員 会

豊島区立学校において使用する教科用図書を公正かつ

適正に採択（採択期限：8月 31日）

調査結果に基づき、選定（審査）の

結果を報告

調査及び、選定（審査）にかかわる

審議を依頼

教 科 用 図 書 選 定 委 員 会

小・中学校校長代表、小・中学校特別支援学級設置校校長代表

小・中学校保護者代表、教育委員会事務局代表

教科書調査資料を提出 調査研究を依頼

部会長は校長または副校長の中から教育委員会が委嘱

 調査部会員は所属校長の推薦により、教育委員会が委嘱

 調査部会は必要に応じて数回開催

特別支援学級教科用図書調査部会調 査 部 会
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日　程 教育委員会 選定委員会 調査部会 内　　容

4/10（月） ４月臨時会
○採択事務日程の調整
○令和5年度豊島区教科用図書採
択細目の決定

4/3(月)～
4/19(水)

○選定委員、調査部会員の推薦
　 等の準備

4/20（木）
第1回
午後

○顔合わせ
○検討内容の確認

4/25（火）
第1回
午後
小学校

○委嘱状伝達
○検討内容の確認
○調査部会の日程調整

4/25(火）～
6/22(木)

第２回～第４回
程度

○調査・研究開始
○分析・整理
○選定委員会への調査資料作成

6/2(金)～
6/13(火)

日曜日・祝日を除く１０日間

6/14(水)～
6/29(木)

日曜日・祝日を除く１４日間

7/11（火）
7/12（水）

第２回
部会長が選定
委員会へ報告

○調査資料の検討
○教育委員会への答申（選定資
 　料）作成

8/8(火)終
日

8/9(水）AM
8月定例会 ○選定資料の審議・採択

令和5年度教科用図書採択事務日程

（事務局準備）

教科書展示会（特別展示）
午前９時～午後５時

教科書展示会（法定展示）
午前９時～午後５時

17


